
１　財政改革効果　～計画策定時の目標を約１億９千万円上回る改善～

　「津島市財政改革行動計画」では、歳出を抑制し、歳入を確保することにより、計画期間(平成18～27年

度)内に累計94.2億円の改善を目標としています。

　27年度は、13億7,300万円の目標に対し１億９千万円上回る、15億6,700万円の計画となっております。

【区分ごとの財政改革効果】

27年度の主な取組事項

18～25年度(実績） 26年度(決算見込） 27年度(計画）

462 109 165

(890) (153) (152)

3,795 965 889

（1,981) (647) (725)

1,515 325 325

(704) (88) (88)

1,219 153 152

(1,034) (137) (137)

1,002 31 36

(2,138) (271) (271)

7,993 1,583 1,567

(6,747) (1,296) (1,373)

２　定員管理計画（病院職員を除く）　～現況に対応すべく、抜本的な見直しを行っています。～

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

※当初目標は平成18～27年度で148人削減（職員全体の△26.1％）としていましたが、社会情勢等

各種負担金の見直しその他

経常的経費の削減
施設等維持管理経費の削減

市単独補助金の見直し
市単独扶助費の見直し

（　）は、計画策定時の目標値

事務事業の見直し

市単独制度の見直し

の変化、行政需要の多様化等により、抜本的な見直しを行うよう進めております。

合計

財政改革効果額(単位：百万円）

津島市財政改革行動計画（アクションプラン）　平成27年度実施計画

財源の確保

人件費の総額抑制

税徴収率の向上
有料広告物掲載の推進
企業誘致の推進

定員管理計画による人件費削減
職員手当の見直し
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 平成18～27年度で、124人削減。 

(年度)

(単位：人)

(443人)



３　財政改革の実行による効果額　～人件費の総額抑制効果により、計画を上回る効果～
　(1)　年度別効果額

　(2)　項目別効果額

※(1)(2)ともに平成25年度までは実績額。平成26年度は決算見込。平成27年度は当初予算ベース。

４　市債残高（一般会計ベース）～臨時財政対策債の影響により市債残高は増加するも
通常分の市債残高はピーク時(H11 204億円)に比べ大幅に減～

※平成25年度までは決算額。平成26年度は決算見込。平成27年度は当初予算ベース。

※臨時財政対策債：平成13年度から設けられた特例地方債で、地方交付税の振替措置として

その元利償還額の100％が、後年度に交付税算定上の基準財政需要額に算入される。

５　今後の取り組みについて
　平成18～27年度までの効果額は111億4,000万円で、目標値（94億2,000万円）の118.3％となりました。
　今後も、市民協働を進め、健康なまちづくりに取り組むとともに、中長期的な視点に立った必要な
インフラ整備により、市民の安心・安全・安定した暮らしを確保してまいります。
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